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（注）１ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高等の金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

３ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、新株予約権等潜在株式がないため、記載し

ておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第42期

第３四半期連結
累計期間 

第43期
第３四半期連結

累計期間 

第42期
第３四半期連結

会計期間 

第43期 
第３四半期連結 

会計期間 
第42期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  76,347  60,835  25,453  20,776  100,259

経常利益または経常損失（△）

（百万円） 
 3,838  △237  1,213  △171  3,497

四半期（当期）純利益または 

四半期純損失（△）（百万円） 
 1,318  △688  277  △297  324

純資産額（百万円） － －  30,570  28,481  29,536

総資産額（百万円） － －  110,426  94,257  106,577

１株当たり純資産額（円） － －  839.61  782.29  811.24

１株当たり四半期（当期）純利益

金額または１株当たり四半期 

純損失金額（△）（円） 

 36.19  △18.91  7.61  △8.16  8.90

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  27.7  30.2  27.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,707  2,069 － －  28

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,310  △948 － －  △1,597

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 2,497  △1,077 － －  2,937

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  4,754  3,271  3,228

従業員数（人） － －  1,264  1,263  1,266
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当第３四半期連結会計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人）  1,263

  平成21年12月31日現在

従業員数（人）  812
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(1）生産実績 

ａ 製作加工及び修理実績 

 当第３四半期連結会計期間の製作加工及び修理実績を販売価格により示せば次のとおりであります。 

 なお、「生産、受注及び販売の状況」に記載の金額には消費税等は含まれておりません。 

ｂ 工事施工実績 

 当第３四半期連結会計期間の工事施工実績を販売価格により示せば次のとおりであります。 

(2）受注状況 

 受注生産を行っているスチールセグメント、Ｈ形支保工、その他鋼製加工製品について当第３四半期連結会計期

間の受注状況は以下のとおりであります。 

(3）取引形態別売上実績 

 当第３四半期連結会計期間の取引形態別売上実績を販売価格により示せば次のとおりであります。なお、当第３

四半期連結会計期間において総売上高に対する売上実績の割合が100分の10以上の売上先はありません。 

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

    当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

区分 金額（百万円） 前年同四半期比（％） 

製作・加工 

建設仮設材  217  △37.0

製品  2,281  △6.1

小計  2,498  △9.9

修理 建設仮設材  419  △14.3

合計  2,918  △10.6

区分 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

杭打抜工事、山留架設工事等  2,533  △14.8

区分 
受注高 

（百万円） 
前年同四半期比（％）

受注残高
（百万円） 

前年同四半期比（％）

スチールセグメント 等  1,683  △41.9  2,935  △21.2

区分 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

販売  11,765  △17.4

賃貸  4,384  △25.1

工事  2,533  △14.8

修理等  2,094  △12.1

合計  20,776  △18.4

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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   文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業集団が判断したものであります。 

（１）業績の状況 

①業績 

当第３四半期連結累計期間（平成21年４月～平成21年12月）における建設業界は、国内経済が海外景気の回復

や、経済対策効果を受け一部に持ち直しの動きが見られるなか、深刻な景気後退の影響から脱却できず、民間設備投

資の冷え込みから開発案件の中止や延期が相次ぐなど、引き続き厳しい状況で推移いたしました。 

 このような経営環境のもとで当企業集団は、賃貸単価の改善やグループ企業間の連携を強化し収益力の向上に努め

てまいりましたが、建設市場の急激な縮小に回復の兆しは見られず、販売量は低水準で推移し、当第３四半期連結累

計期間における連結売上高は、60,835百万円と前年同四半期比20.3%の減収となりました。  

 損益面におきましても、建設機械レンタル市況価格の著しい落込みや、鋼材市況価格の低迷などの影響により、営

業利益が250百万円（前年同四半期は4,270百万円）、経常損失が237百万円（前年同四半期は経常利益3,838百万

円）、四半期純損失は688百万円（前年同四半期は四半期純利益1,318百万円）となりました。 

②財政状態の分析 

  （資産の部） 

  当第３四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末と比較して12,320百万円（11.6％）減少し、

94,257百万円となりました。 

 これは主に、受取手形及び売掛金が4,012百万円減少したことによるものであります。 

  （負債の部） 

  当第３四半期連結会計期間末における負債の部は、前連結会計年度末と比較して11,266百万円（14.6％）減少し、

65,776百万円となりました。 

 これは主に、支払手形及び買掛金が8,781百万円減少したことによるものであります。 

  （純資産の部） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産の部は、前連結会計年度末と比較して、1,055百万円（3.6％）減少

し、28,481百万円となりました。 

 これは主に、その他有価証券評価差額金が71百万円増加した一方で、剰余金の配当437百万円（前期末配当1株当た

り7円、中間配当5円）の支払いを実施したこと、四半期純損失が688百万円（累計期間）となったことによるもので

あります。 

③経営成績の分析 

  当第３四半期連結会計期間（平成21年10月～平成21年12月）における売上高は、前年同四半期連結会計期間と比較

して4,677百万円（18.4％）減少し、20,776百万円となりました。取引形態別売上実績については、第２「事業の状

況」１「生産、受注及び販売の状況」（3）取引形態別売上実績に記載のとおりであります。損益面については、建

設機械レンタル市況価格の低下と鋼材市況価格の低迷などの影響により、営業利益が20百万円（前年同四半期は

1,365百万円）、経常損失が171百万円（前年同四半期は経常利益1,213百万円）、四半期純損失は297百万円（前年同

四半期は四半期純利益277百万円）となりました。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物残高は、前連結会計年度末と比べ43百万円

（1.3％）増加し3,271百万円となりました。 

 なお、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間（平成21年10月～平成21年12月）における営業活動によるキャッシュ・フローは、

2,158百万円（前年同四半期は522百万円）となりました。 

  これは主に、減価償却前の税金等調整前四半期純利益900百万円とたな卸資産の減少額2,123百万円が資金財源とな

った一方で、売上債権の増加額と仕入債務の増加額とを合わせて950百万円の資金減少となったことによるものであ

ります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△461百万円（前年同四半期は△443

百万円）となりました。 

  これは主に、有形固定資産の取得による支出が321百万円となったことによるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、△830百万円（前年同四半期は3,032

百万円）となりました。 

 これは主に、短期借入金が300百万円増加した一方で、ファイナンス・リース債務の返済による支出が948百万円と

なったこと、中間配当の支払額が182百万円となったことによるものであります。 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

   当第３四半期連結会計期間において、当企業集団が対処すべき課題について、重要な変更または新たに生じた 

  課題はありません。 

（４）研究開発活動 

   当第３四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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（１）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（２）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

  

  

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  97,500,000

計  97,500,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月５日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  36,436,125  36,436,125
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計  36,436,125  36,436,125 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（千株） 

発行済株式
総数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 
（百万円） 

平成21年10月１日～ 

平成21年12月31日  
 ―  36,436  ―  4,398  ―  4,596

（５）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式及び「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名

義の株式が、それぞれ1,500株（議決権15個）及び９株含まれております。 

②【自己株式等】 

 （注）１ 上記「自己株式等」は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 平成21年12月31日現在の当社保有の自己株式数は28,583株であります。 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
普通株式 

 28,300 ― 
― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 36,333,300  363,333
― 

単元未満株式 
普通株式 

 74,525 ― 

１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数  36,436,125 ― ― 

総株主の議決権 ―  363,333 ― 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジェコス株式会社 
東京都中央区日本

橋小網町６番７号 
 28,300 ―  28,300  0.08

計 －  28,300 ―  28,300  0.08

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  499  455  455  460  448  433  425  399  405

最低（円）  425  418  415  430  426  415  394  335  351

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,271 3,235

受取手形及び売掛金 ※4  25,795 29,807

建設仮設材 27,225 29,834

商品 2,049 4,859

製品 595 421

仕掛品 390 344

原材料及び貯蔵品 684 1,173

その他 ※3  2,270 ※3  2,670

貸倒引当金 △643 △797

流動資産合計 61,637 71,546

固定資産   

有形固定資産   

賃貸用建設機械(純額） 694 836

建物及び構築物（純額） 4,046 3,984

土地 13,663 13,669

リース資産（純額） 8,938 11,414

その他（純額） 1,450 1,542

有形固定資産合計 ※1  28,791 ※1  31,445

無形固定資産   

無形固定資産合計 326 231

投資その他の資産   

投資有価証券 1,972 1,514

その他 2,484 3,197

貸倒引当金 △953 △1,356

投資その他の資産合計 3,503 3,355

固定資産合計 32,620 35,032

資産合計 94,257 106,577
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  21,426 30,208

短期借入金 26,250 23,850

リース債務 3,866 3,438

未払法人税等 35 970

賞与引当金 411 912

引当金 85 211

その他 3,165 3,778

流動負債合計 55,239 63,366

固定負債   

長期借入金 600 600

リース債務 7,207 10,242

再評価に係る繰延税金負債 2,208 2,210

引当金 452 496

その他 70 127

固定負債合計 10,537 13,675

負債合計 65,776 77,042

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,398 4,398

資本剰余金 4,596 4,596

利益剰余金 21,335 22,456

自己株式 △14 △14

株主資本合計 30,314 31,436

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 36 △35

土地再評価差額金 △1,869 △1,865

評価・換算差額等合計 △1,833 △1,900

純資産合計 28,481 29,536

負債純資産合計 94,257 106,577
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 76,347 60,835

売上原価 61,960 50,705

売上総利益 14,387 10,130

販売費及び一般管理費 ※1  10,117 ※1  9,880

営業利益 4,270 250

営業外収益   

受取利息 4 2

受取配当金 15 5

持分法による投資利益 98 100

その他 126 88

営業外収益合計 242 195

営業外費用   

支払利息 520 499

手形売却損 73 40

その他 81 143

営業外費用合計 674 682

経常利益又は経常損失（△） 3,838 △237

特別利益   

受取和解金 － 73

貸倒引当金戻入額 － 105

特別利益合計 － 178

特別損失   

投資有価証券評価損 572 12

貸倒引当金繰入額 440 －

減損損失 － ※2  6

リース会計基準の適用に伴う影響額 299 －

特別損失合計 1,311 18

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,527 △77

法人税、住民税及び事業税 1,319 53

法人税等調整額 △110 557

法人税等合計 1,209 611

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,318 △688
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 25,453 20,776

売上原価 20,587 17,405

売上総利益 4,866 3,371

販売費及び一般管理費 ※1  3,501 ※1  3,351

営業利益 1,365 20

営業外収益   

受取利息 1 1

持分法による投資利益 41 19

その他 17 15

営業外収益合計 59 35

営業外費用   

支払利息 174 160

手形売却損 26 12

その他 10 55

営業外費用合計 210 227

経常利益又は経常損失（△） 1,213 △171

特別損失   

投資有価証券評価損 566 12

貸倒引当金繰入額 163 －

特別損失合計 729 12

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

484 △183

法人税、住民税及び事業税 215 9

法人税等調整額 △8 105

法人税等合計 207 114

四半期純利益又は四半期純損失（△） 277 △297
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

2,527 △77

減価償却費 3,437 3,257

減損損失 － 6

リース会計基準の適用に伴う影響額 299 －

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 572 12

貸倒引当金の増減額（△は減少） 305 △557

賞与引当金の増減額（△は減少） △430 △501

退職給付引当金の増減額（△は減少） △147 25

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △63 △70

受取利息及び受取配当金 △18 △7

支払利息 520 499

持分法による投資損益（△は益） △98 △100

売上債権の増減額（△は増加） 1,717 4,286

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,493 5,693

仕入債務の増減額（△は減少） 992 △8,730

その他 806 △232

小計 3,925 3,503

利息及び配当金の受取額 43 23

利息の支払額 △485 △469

法人税等の支払額 △1,776 △988

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,707 2,069

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,390 △907

有形固定資産の売却による収入 122 342

投資有価証券の取得による支出 △5 △4

投資有価証券の売却による収入 7 －

関係会社株式の取得による支出 － △248

その他 △44 △132

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,310 △948

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,610 2,400

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,671 △3,040

自己株式の取得による支出 △4 △0

配当金の支払額 △438 △437

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,497 △1,077

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,894 43

現金及び現金同等物の期首残高 1,860 3,228

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,754 3,271
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 該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更 

 当第３四半期連結会計期間より、ウエス㈱は清算したため連結の範囲か

ら除外しております。 

（２）変更後の連結子会社の数 

 11社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 「工事契約に関する会計基準」の適用 

  第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用してお

ります。 

 なお、上記会計基準等の適用に伴う影響はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 １.一般債権の貸倒見積高の算定方法  貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められる場合には、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等の合理的な基

準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。  

２.棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末においては、実地棚卸を省略しているため、

第２四半期連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法によ

り算定しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                     百万円 28,092

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                     百万円 27,262

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

                      百万円 134

 ２ 受取手形裏書譲渡高 

                       百万円 69

※３ 手形売却未収入金 

 流動資産の「その他」には、手形債権流動化による留保

部分が936百万円含まれております。なお、これに対応す

る手形譲渡残高は3,743百万円であります。 

※３ 手形売却未収入金 

 流動資産の「その他」には、手形債権流動化による留保

部分が1,171百万円含まれております。なお、これに対応

する手形譲渡残高は4,727百万円であります。 

※４ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、満期日

に決済されたものとして処理しております。 

 当第３四半期連結会計期間末日（金融機関休業日）が満

期日にあたり同日決済されたものとして処理した満期手形

の金額は次のとおりであります。 

       

                  ―――――― 

受取手形 百万円23

支払手形 百万円912
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 283百万円

給与諸手当 3,733  

賞与引当金繰入額 335  

退職給付費用 330  

賃借料 752  

減価償却費 408  

給与諸手当 3,767百万円

賞与引当金繰入額 360  

退職給付費用 439  

賃借料 742  

減価償却費 465  

  

―――――― 

※２ 減損損失  

  当第３四半期連結累計期間において当企業集団は以下の

資産について減損損失を計上いたしました。 

(グルーピングの方法） 

  原則として、本業に関わる事業用資産とその他の資産に

分類し、事業用資産に関しては地域別に、その他の資産に

含まれる賃貸用不動産及び遊休資産に関しては物件ごとに

グルーピングを行っております。 

 事業用資産、賃貸用不動産及び遊休資産について減損の

兆候を検討した結果、上記の遊休資産について将来におけ

る具体的な使用計画がないため、路線価を基にした正味売

却価額により評価を行い、当該減少額を減損損失として計

上しております。 

場所  用途 種類 
減損損失額

（百万円） 

千葉県 

松戸市 
遊休資産 土地  6  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

 ※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額 113百万円

給与諸手当 1,131  

賞与引当金繰入額 325  

退職給付費用 111  

賃借料 248  

減価償却費 146  

給与諸手当 1,045百万円

賞与引当金繰入額 377  

退職給付費用 146  

賃借料 248  

減価償却費 160  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

                （平成20年12月31日）

現金及び預金勘定       百万円4,759

預入期間が３か月を

超える定期預金 
―）  5

現金及び現金同等物     百万円4,754

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

                （平成21年12月31日）

現金及び預金勘定   百万円3,271

預入期間が３か月を

超える定期預金 
―）   －

現金及び現金同等物   百万円3,271
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式 36,436,125株  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式 28,583株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 配当金支払額  

 四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、建設工事用仮設鋼材の賃貸及び販売等を主たる事業内容とし、

建設機械、事務用機器等、各建設現場における関連商品群を取扱い、仮設工事の設計、施工等の役務提供と一体と

なった総合的な営業活動を行っております。 

 これらの営業活動は、建設現場において仮設工事及びこれに関連して使用されるという取扱品目の性質並びにエ

ンドユーザーはすべて建設会社であるという市場等の類似性を考慮すると、単一の事業分野に属しているものと認

識しており、事業分野が単一セグメントのため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。  

  本邦以外の国または地域に所在する支店または連結子会社はないため、所在地別セグメント情報の記載を省略し

ております。  
  

  四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高はないため、海外売上高

の記載を省略しております。 

（株主資本等関係）

（決議）  株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 255  7  

平成21年 

３月31日 

平成21年 

６月29日 
利益剰余金 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式 182 5 

 平成21年 

 ９月30日 

 平成21年 

 11月30日 
利益剰余金

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がなく、

かつ、事業の運営における重要性が認められないため、記載を省略しております。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 782.29円 １株当たり純資産額 811.24円

項目 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 

または１株当たり四半期純損

失金額（△） 

                  36.19円                 △18.91円 

１株当たり四半期純利益金額

または１株当たり四半期純損

失金額（△）の算定上の基礎 

四半期純利益 百万円 1,318

普通株主に帰属 

しない金額 
 ―

普通株式に係る 

四半期純利益 
百万円 1,318

期中平均株式数    千株 36,414

四半期純損失（△） 百万円 △688

普通株主に帰属 

しない金額 
 ―

普通株式に係る 

四半期純損失（△） 
百万円 △688

期中平均株式数 千株 36,408

潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額 
新株予約権等潜在株式がないため記載し

ておりません。 

１株当たり四半期純損失であり、また、

新株予約権等潜在株式がないため記載し

ておりません。 

項目 
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 

または１株当たり四半期純損

失金額（△） 

                7.61円               △8.16円 

１株当たり四半期純利益金額

または１株当たり四半期純損

失金額（△）の算定上の基礎 

四半期純利益 百万円 277

普通株主に帰属 

しない金額 
 ―

普通株式に係る 

四半期純利益 
   百万円 277

期中平均株式数 千株 36,412

四半期純損失（△） 百万円 △297

普通株主に帰属 

しない金額 
 ―

普通株式に係る 

四半期純損失（△） 
百万円 △297

期中平均株式数 千株 36,408

潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額 
新株予約権等潜在株式がないため記載し

ておりません。 

１株当たり四半期純損失であり、また、

新株予約権等潜在株式がないため記載し

ておりません。 
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  平成21年10月30日開催の取締役会において、定款第38条の規定に基づき、平成21年９月30日現在の株主名簿に記載さ

れた株主に対し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）を次のとおり行う旨決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額………………………182百万円 

② １株当たりの金額…………………………………… 5 円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年11月30日 

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年２月９日

ジェコス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 氏原 修一  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中島 康晴  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中村 裕輔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェコス株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成

20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェコス株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報 

 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間よりリース取引に関する会計基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
  
（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

2010-01-28 14:08



 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月５日

ジェコス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中島 康晴  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 市之瀬 申  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 中村 裕輔  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェコス株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェコス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  
  
（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

2010-01-28 14:08



 



【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年２月５日 

【会社名】 ジェコス株式会社 

【英訳名】 GECOSS CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 岩本 宣彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋小網町６番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

ジェコス株式会社 大阪営業本部 

（大阪市福島区福島七丁目20番１号） 

ジェコス株式会社 北関東支店 

（さいたま市大宮区高鼻町一丁目40番地） 

ジェコス株式会社 千葉支店 

（千葉市稲毛区小仲台二丁目３番12号） 

ジェコス株式会社 横浜支店 

（横浜市中区尾上町四丁目57番地） 

ジェコス株式会社 名古屋支店 

（名古屋市中村区那古野一丁目47番１号） 



 



 当社代表取締役 岩本 宣彦は、当社の第43期第３四半期（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 
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